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分科会名 外国にルーツをもつ市民の人権―とくに移住労働者に焦点をあてて 

文書名 移住労働者が人として尊重される社会構築のための提案 

関連する 

C20 

テーマ 

１．反腐敗  ２．教育  3．環境・気候・エネルギー  4．ジェンダー 

５．国際保健  ６．インフラ  ７．国際財政の構造  ○8 ．労働・ビジネス・人権 

9．地域から世界へ  １０．貿易・投資  （あてはまるものに◯） 

提言の 

ポイント 

Ø 移住労働者は「人材」ではなく「人間」であり，「人間」は誰しも等しく権利を享受す

る主体であるという視点を主流化する。 

Ø そういう視点をもつことなければ，「経済」や「社会」の持続可能性も限定的なものに

なるという認識が重要である。 

背景・ 

現状 

①  世界には1億6000万人を超える移住労働者がおり，一般的に，その労働環境は劣悪で

ある。 

② とくに日本は，労働力不足を背景に，すでに多くの問題が指摘されている技能実習制度

に加え，2019年4月から新しい在留資格（特定技能1号・2号）が導入された。政府は

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」を策定し，さまざまな施策を実施す

ることになっているが，実際に，移住労働者が抱える課題の改善にどのくらい寄与する

のか，不明である。 

③ また，日本では，現在，国連「ビジネスと人権に関する指導原則」の国別行動計画（NAP）

が策定中であるが，これに関する認知・関心はなお広がりに欠ける。 

課題・ 

論点 

① 移住労働者については，労働力不足を補う「人材」として考える傾向が見られるなか，

「人権」の視点にたつ必要がある。 

② 移住労働者がおかれた状況については，とくに当事者，あるいは，当事者に近い現場の

声が十分に共有されていないので，このような声に耳を傾け，そこから対応を検討する

べきである。 

③ G20 に参加する諸国には，その移住労働者の送出国・受入国双方が含まれる。その意味

で，移住労働者という存在と課題を生み出す構造を踏まえることが重要である。 

④ 移住労働者と難民，移住労働者と旧植民地出身等の外国人市民，移住労働者と日本人労

働者とのあいだには相違点もあるが，共通点もあるという視点を踏まえつつ議論するこ

とが望ましい。 

⑤ 市民社会は現場での経験にもとづき，外国人労働者の置かれた状況を改善するために具

体的な策を提案することができる。 

⑥ 課題ばかりではなく，日本政府の，移住労働者受入の先進的な取組についてもふれる。 

提 言 

Ø 提言１ G20諸国首脳に向けて 

国連が推進する「持続可能な開発目標」（SDGs）を受けて，「経済」「社会」「環境」のバラ

ンスを考慮した「開発」政策がますます求められるようになってきました。しかし，なお「経
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済成長」に力点を置いた「開発」が優先される傾向が強く，そのことが移住労働者を含む周

辺化された人々の権利をないがしろにする現実を生んでいます。そうしたなか，公正で「誰

ひとり取り残さない」社会の実現に向けて，G20諸国首脳としてのリーダーシップを明確に

示すことを求めます。 

移住労働者が直面する問題は，G20を構成する送出国・受入国の双方に起因しています。

問題解決のためには，送出国と受入国との二国間の協力および協定の締結にとどまるので

はなく，多国間枠組みの強化をつうじて，移住労働者が人として尊重され、安心して働ける

システムが構築されることを強く望みます。 

日本においては，2018年12月に入国管理法の改正が行われ，移住労働者の受入拡大の方

針が打ち出されました。同時に，「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」が策定

されました。日本政府は，移住労働者をはじめとする移住者の権利が保障されるよう，予算

措置を確実に行い，実施状況をモニタリングし，経過を市民に分かりやすく公表することを

求めます。とりわけ，日本社会における移住労働者に対する差別や搾取をなくしていくため

の法整備を強化することを要請します。 

Ø 提言２ 大阪・関西の自治体に向けて 

移住労働者やその家族が日本の地域社会で直面するさまざまな課題には，労働に関する

ことに加えて，生活全般に関わっています。在日コリアンなど旧植民地出身者をはじめ、

外国にルーツをもつ市民が直面してきた課題の数々が未解決のまま残存しています。こう

した課題は地域における共生を推進するなかで解決が図られる必要がありますが，大阪を

はじめ関西の自治体における取組は十分ではないと考えます。 

外国にルーツをもつ市民は，多くの課題を抱えている一方，地域社会の一員として権利

を行使する主体でもあります。各自治体はこうした市民の声に耳を傾けながら多民族・多

文化共生のための地域社会の構築に向けた施策を策定するよう求めます。 

Ø 提言３ 大阪・関西の企業に向けて 

企業のなかには，移住労働者の尊厳や人権を侵害するような雇用を強いるところが存在

します。企業および関連団体は，関連法規を遵守するとともに，国連が2011年に採択した

「ビジネスと人権に関する指導原則」についての理解を深め，企業活動のグローバル行動基

準である人権尊重に留意することを求めます。 

Ø 提言４ 大阪・関西の市民社会，地域の人々に向けて 

市民は，移住労働者を含む外国にルーツをもつ市民に対する偏見と無関心を排し，一人

ひとりが存在し，異なる背景があることを認識し，お互いを尊重することが大切であると

考えます。日本は「日本人」だけのものではありません。移住者（移民）とともに「共に

生きる」社会を創っていきましょう。 

提案者 
岡島克樹（大阪大谷大学教員/とんだばやし国際交流協会理事） 

山田ロサリオ（日本ボリビア人協会代表理事） 

賛同者 
在関西の国際交流協会などを想定している。 
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